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概　要

ドイツの地域予測シナリオ
─2020年のバーデン・ヴュルテンベルク州における ITとメディア─

　ドイツのバーデン・ヴュルテンベルク州で、州政府の助成を受けて実施された FAZIT
という研究プロジェクトの成果の一部を紹介する。
　2008 年 8 月に、バーデン・ヴュルテンベルク州の現在と将来の情報技術・メディア技
術とその利用に関する研究プロジェクトの成果として、「2020 年のバーデン・ヴュルテン
ベルクにおける IT およびメディア環境─ 4 種類の基本シナリオ」という報告書が公表さ
れた。これは、その直前のデルファイ調査に関する報告書と、ロードマップに関する最近
の報告書とで三部作を構成しており、ドイツの地域予測という観点で非常に興味深い。
　報告書の結論である 4 つのシナリオは、複数手法を統合して将来の可能性を幅広くかつ
中立的に描かれていること、日常生活のストーリーとして具体的に描かれていることに特
徴がある。まず、4 人の主人公の 2020 年の日常生活のストーリーが示され、その後で、そ
の結論に至ったステップの解説が述べられている。4 種類のストーリーには「新しい ICT
技術」「労働環境の変化」「州内の ICT 産業の将来」「教育への貢献や産学連携」の内容が
含まれており、各ストーリーはそれらのうちの 1 つを強調している。4 種類のシナリオは、
IT・メディア立地としての同州の将来像を具体的に提示するものである。シナリオ作成
プロセスは、地域を意識した影響フィールドを決め、それらに属する記述や内容の進展方
向を議論する方法を採っている。進展方向の整合性や関連性を数量的に評価して、4 種類
のシナリオに反映させている。
　4 種類のシナリオで共通している点は、地域内のつながりがますます重要になること
と、海外へのアウトソーシングは避け難く州内の産業構造の変化が促進されることの 2 つ
である。一方、新技術に対する住民の受容度の相違と、社会の分裂か一体感の保持かとい
う 2 つの相違点もある。この相違点に、州の将来の競争力についての重要な課題が示され、
悲観的な展開を避けるためには、新しい ICT 技術の利用に対する住民の受容度を高め、
社会の分裂を避けることが重要であると結論づけられている。

4 種類のシナリオのイメージ図

出典：参考文献2）
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1  はじめに

科学技術動向研究

ドイツの地域予測シナリオ
─2020年のバーデン・ヴュルテンベルク州における ITとメディア─

　　　　
　　　　　

　ドイツのバーデン・ヴュルテン
ベルク州では、州政府の助成で

「バーデン・ヴュルテンベルク州の
現在と将来の情報・メディア技術
とその利用に関する研究プロジェ
クト（FAZIT）」注）が実施された 1）。
その成果の 1 つとして、2008 年 8 月
に、研究報告書第 15 巻「2020 年の
バーデン・ヴュルテンベルクにお
ける IT およびメディア環境─ 4 種
類の基本シナリオ」2）という報告書
が公表された。これは、その直前
に公表された研究報告書第 10 巻

「デルファイ・レポート─未来の情
報・コミュニケーション技術」3）と、
2009 年 6 月に公表された研究報告
書第 19 巻「IT とメディアの新しい
マーケット─ FAZIT ロードマッ
プ・プロセス」4）と合わせて、三部

作を構成している。それぞれ、デ
ルファイ調査とその分析、シナリ
オ作成、そしてロードマップ作成
という 3 段階についての詳しい報
告書となっている。
　これらは州あるいは地域の将来
予測であるため、FAZIT 研究報告
書第 15 巻のシナリオでは、国ある
いは連邦という言葉はほとんど見
当たらず、州や地域との比較や関
係という文脈においてのみわずか
に使われている程度である。ここ
では地域の特性や特徴を反映して
シナリオやロードマップが作成さ
れている。本プロジェクトの背景
には、バーデン・ヴュルテンベル
ク州特有の事情、すなわち、現在
中心を成している自動車産業・機
械産業から IT 産業への構造転換、

あるいは少なくとも IT・メディア
産業の振興の意図があるものと推
測される 5）。
　FAZIT 研究報告書第 15 巻のシ
ナリオのもう 1 つの大きな特徴は、
4 種類の基本シナリオを、4 人の主
人公の日常生活のストーリーとし
て具体的に描いている点である。
これらのストーリーは必ずしもバ
ラ色の生活ばかりというわけでは
なく、対照的な人物や環境を登場
させることで、将来の可能性をで
きるだけ幅広くかつ中立的に描こ
うとしている。また、このシナリ
オ作成のプロセスも、マトリック
ス法やクラスタ解析やデルファイ
調査結果などの複数手法を統合し
ており、興味深い。
　本稿では、地域の優れた予測活

市口　恒雄
情報通信ユニット

横尾　淑子
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注1：FAZIT1）

　革新的な IT・メディア技術の新しい市場を調査することを目的として、バーデン・ヴュルテンベルク州の助成を

受けて2005年から2009年春まで実施されたプロジェクトで、企業調査と将来予測から構成されている。企業調査は、

IT・メディア業界や ICT ユーザーである代表的企業の調査により、IT・メディア利用の短・中期的展望を分析する調

査である。将来予測は、技術・社会・経済的トレンド予測（デルファイ調査）、州の将来可能性の記述（シナリオ作成）、

および、新しい市場機会・ビジネス・研究の道筋（ロードマップ作成）から成る。結果は、テーマ（ビジネスプロセス

アウトソーシング、アンビエント社会、オープンアクセス等の 15 項目）毎の調査分析報告書 14 冊、将来予測報告書

5 冊にとりまとめられている。

　本プロジェクトの実施主体は MFG バーデン・ヴュルテンベルク財団である。共同研究機関が 2 機関あり、欧州経

済研究センター（ZEW）が企業調査と統計資料整備を、フラウンホーファー・システム革新研究所（FhG／ ISI）が将来

予測の各部分を担当している。本稿で取り上げた報告書は、フラウンホーファー・システム革新研究所（FhG／ ISI）
により作成された。
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2─1
4 つの課題の検討

　この報告書では、シナリオ作成
プロセスの結論である 4 つの基本
シナリオ、すなわちシナリオ A か
ら D までの 4 種類の具体的なス
トーリーが最初に示され、その後
で、この結論に至ったステップの
詳しい解説が述べられている。4
種類の基本シナリオおよびそのス
トーリーは最初から仮定されたも
のではなく、背景の調査、トレン
ドの記述、シナリオ作成プロセス
などの総合的な結果として導き出
されたものである。ここでいう基
本シナリオとは、好ましい未来を
はっきり示すような規範的なシナ
リオではなく、いくつかの課題に
関連して実際に起こりうる可能性
のある将来が中立的に示されてい
るものである。
　シナリオ作成プロセスでは、
2020 年のバーデン・ヴュルテンベ
ルク州では IT およびメディア環境
はどうなっているかという将来像
について、次の 4 つを具体的課題
として検討している。

①　どのような新しい ICT 技術
が使われているだろうか。

②　ICT 技術によって労働環境
はどのように変わっている
だろうか。

③　バーデン・ヴュルテンベル
ク州の ICT 産業はどのよう
に発展しているだろうか。

④　専門教育や再教育に関して

IT とメディアはどんな効果
をあげているだろうか。

　4 種類の基本シナリオには、それ
ぞれ①～④の課題のいくつかが含
まれるが、シナリオ毎にその 1 つ
ずつが前面に押し出されている。
例えば、①の新しい ICT 技術はシ
ナリオ B に、②の労働環境はシナ
リオ A に、③の州の ICT 産業はシ
ナリオ D に、そして④の教育と
IT・メディアについてはシナリオ
Cに色濃く反映されている。そして、
それぞれの基本シナリオの構想を
具体的に示すために、主人公の日
常生活を描いたストーリーとして
その場面が描かれる。主人公の友
人や以前の勤務先を引き合いに出
すなどの工夫により対極的な場面
も描写されており、それらにより、
ストーリーの中立性が確保されて
いる。また、それぞれのストーリー
の中に出てくる個々の技術や装置
は、前年度に行われたデルファイ
調査 3）により、2020 年までには実
現しているであろうと予測された
技術や装置に相当している。

2─2
結論としての 4 種類の

ストーリー

シナリオＡ　「仮想環境を駆使して
柔軟に働く女性」
　機械製造会社から医療技術会社
に転職した女性ソフトウェアエン
ジニアＡさんの仕事は、製品の一

部となるソフトウェアの開発と統
合である。初出勤日には、IT サー
ビスチームの同僚から本人確認シ
ステムや自動文章管理や企業全域
の統合インテリジェントシステム
の説明を受け、ビデオ会議やプロ
ジェクト調整の支援ソフトウェア
についても説明を受けた。こうし
て、彼女の好みを取り入れてイン
テリジェント化したオフィス環境
が構成される。超高速インターネッ
トにより、ソフトウェアのリアル
タイム・シミュレーションが可能
で、世界中に分散したプロジェク
ト参加者の提案もオンラインで議
論できる。
　昼休みの同僚達との話し合いで、
Ａさんは、転職前の会社では人件
費削減や環境保護基準のために製
造部門を外国移転したが、先進的
な ICT やビデオ会議システムの導
入には消極的であり、今の職場環
境とは対照的であったことを話し
た。今度の職場は、外国のパート
ナーと仮想環境での会議も可能だ
し、在宅勤務で仕事をすることも
できる。同僚達の意見は一致しな
かったが、開発や計画の立案は州
内に残り、新たな顧客獲得の可能
性もあるので、生産のアウトソー
シングは州内の産業にとって問題
なさそうである。しかし、州の厳
しい環境基準は地域産業に有利に
働くのかそれとも地域産業の衰退
につながるのかという同僚達の議
論は続いた。
　Ａさんはオフィスに戻って、「コ
ンピュータ・トモグラフィ」の講座
を探してみたが、まだ提供されて

2  現実的な 4 種類の基本シナリオ

動の成果であり、中立的かつ具体
的なシナリオストーリーの提示と
いう特徴も持つ、FAZIT 研究報告
書第 15 巻の内容を紹介する。日本
でも地方自治体が地域の将来をイ

メージして住民に示している例は
あるものの、これほどまでに綿密
にシナリオ作成やロードマップ作
成を行った例は見られず、今後の
日本の地域予測の参考になると思

われる。なお、バーデン・ヴュル
テンベルク州の概況とその他のド
イツの予測活動に関しては、文末
の「参考」を参照されたい。
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いなかったので、「医療技術の基礎」
の再教育用 e─ラーニングを申し込
んだ。このような講座の内容は地
域の大学から安価で提供されてい
るものの、企業や公共部門にはもっ
と高度な内容の需要がある。教育
プログラムの提供という意味での
大学と産業界の知識移転はまだ充
分に機能していない。自分たちの
専門性を強化するため、よりレベ
ルの高い継続教育が必要だと彼女
は感じている。彼女は高資格の従
業員に属し、ICT 技術を使わない
従業員のグループとは区別されて
いる。彼女は新しい ICT 技術に関
心を持ちキャリア向上指向を持っ
ているが、そうでない人たちはど
ちらかというと娯楽のために新し
い ICT 技術やネットワークサービ
スを使っている。

シナリオＢ　「パワーを与えられた
ユーザー」
　製造会社の生産マネージャーの
B 氏は、朝の自動車通勤途中で高
速道路に入ると車両支援システム
の自動運転に切り替え、e メール
を読んだり、音声認識システムで
口述文章を自動で報告書にする作
業をした。また、フロントガラス
に映したディスプレイで読んだ電
子新聞で今日はフットボールの中
継があることがわかったので、仕
事帰りに息子と一緒に見に行く約
束をした。彼の乗るインテリジェ
ント自動車は、交通データを受信
して経路や駐車場を自動で決めて
くれる。
　B 氏の勤務する会社は、生産部
門の外国移転によって世界との競
争が可能になっている。しかし今
でも、研究と開発の大部分はこの
州の本拠地で実施されるか、また
は IT ネットワークシステムにより
本拠地から指示が出されている。
Ｂ氏がオフィスに到着すると、イ
ンドのソフトウェア開発者と国内
の地方支店の生産計画チームとの
ビデオ会議が始まった。会議後に、

コンピュータ画面やインテリジェ
ント・ホワイトボードで投影する
こともできる携帯パーソナル・コ
ミュニケータに、1 通の問い合わ
せが届いていた。州内でブームを
起こし世界的にも成功した新しい
環境企業からのヘッドハンティン
グの問い合わせだったが、今回は
辞退して以前の同僚を推薦してお
いた。その環境企業は、小型電子
装置のための代替エネルギー源の
開発と生産の専門家を探していた。
　午後 3 時に会社を出て、息子と
一緒に宮殿広場でフットボールの
3 次元中継放送を見た。インテリ
ジェント・プロジェクタが選手と
その周囲のホログラムをリアルに
投影しており、試合が行われてい
るオリンピック競技場にいるかの
如く感じた。帰路の情報は無線で
インテリジェント・ハウスの中央
制御装置に送られ、家の暖房と家
庭用メディアサーバの電源が自動
で入るようになっている。このサー
バには家族のプライベートなビデ
オや e メールなどのあらゆるメ
ディアが保存されている。帰宅後、
ネットワーク化したホームオフィ
スで、南米の生産設備の整備プロ
トコルを詳しく調べる仕事を片付
けた。息子のほうも、マルチメディ
アで用意されたオンライン講義を
早送りしながら復習し、試験準備
をしている。この教育プログラム
は目的に合った教育を保証してお
り、将来的に雇用主となるような
企業も参加して学習計画が組まれ
ている。

シナリオＣ　「科学の新しいエリー
ト」
　Ｃ氏は、優良校に分類されてい
るカールスルーエ大学で、インテ
リジェント環境のソフトウェア科
の教授を務めている。今日は朝か
ら大学院生のための新しい教材モ
ジュールの制作に取り組んでいる。
このモジュールは高度な実用性を
備え、例えば、センサ・ソフトウェ

ア・転送方法・端末などの組み合
わせさえ決めれば、学生用の教材
を企業側でも作ることができるソ
フトウェアである。この大学は民
間企業と密接にコンタクトをとり、
学生と研究者双方のキャリアチャ
ンスに好影響を及ぼしている。Ｃ
教授は、システム設計以外にも必
要な実物教材・ソフトウェア・装
置や実験設備の共同利用などにお
いて、民間企業から支援されてい
る。
　Ｃ教授が出席したコロキウムで
は、出席者は講義で使われる動画
やシミュレーションをラップトッ
プパソコンや PDA（個人用携帯端
末）でリアルタイムに見ることがで
きる。また、他の場所から遠隔聴
講する参加者のパソコンや PDA
にもアドホックネットワークに自
動でつながる。後でこの講義を呼
び出して、試験の準備や自主的な
e─ラーニングとして使うこともで
きる。
　このあと、Ｃ教授が進めている
研究プロジェクトの進捗について
同僚と話し合った。特に 2 つの研
究に力を入れており、ひとつは娯
楽分野の没入型システムとバー
チャルリアリティ要素を伴う 3D
ロールプレイングの研究である。
もうひとつは意図の認識、すなわ
ちセンサや動作プロフィールや生
体情報を使って人間の行動を認識・
予知する方法の研究であり、こち
らの方はテロリストの意図を認識
して前兆段階で阻止するような使
い方もできる。消費財産業・デパー
ト・自動車産業などが、これらの
プロジェクト研究で得られる成果
に強い関心を持っている。
　Ｃ教授は今の境遇に満足してい
るが、優良校に分類されていない
他の大学で働く人たちは州や企業
からの財政支援が少ないことや、
研究ではなく主として教育に従事
しなければならないことに不満を
感じている。
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シナリオＤ　「実験フェーズ後の
ICT分野」
　Ｄ氏は、IT サービスの中堅企業
の経営者である。今日は、分散プ
ロジェクト業務に使うコンピュー
タ支援の共同業務ツール（CSCW
ツール）を新しい自由契約社員に説
明するつもりである。2 年前から
行ってきた仮想労働形態に関する
大がかりな試行実験で、仮想会議
室や共働ソフトウェアを使った労
働環境などの様々な自動化装置を
テストしたが、結局はこの CSCW
ツールだけを採用するにとどまっ
た。これ以外は成果や効率が改善
されず、コスト削減にもつながら
なかったからである。この企業の
専門知識は、むしろ顧客やパート
ナーとの個人的な接触や直接の交
渉により活きるので、結局は従来
の方法に戻すことに決めた。ただ
し、自動化装置を導入して役立て
ている IT 企業やメディア企業も多
く、従来方法に戻すという選択は
この企業固有の事情によるところ
が大きい。
　Ｄ氏の会社は、過去にはウェブ
サイトの構築や企業ネットワーク
のプログラムの仕事を手がけてい
たが、現在では「人間工学的なナビ
ゲーションシステム」と「自動車へ

のウェブサービスの導入」の事業を
展開しており、自動車産業が主な
取引先となっている。外部の専門
家は適応システムに将来性がある
と提案していたが、新しい種類の
自動ネットワークや自動端末や適
応システムは、実際のところ、ユー
ザーにはあまり受け入れられな
かったようだ。結果的には、本人
確認や立ち入り制限などの安全分
野でのみ、それらの技術が定着し
た。位置情報サービスなどの技術
もテストされたのだが、ユーザー
数が少ないため、価格的な問題で
商用サービスとしては定着してい
ない。個人情報悪用やスキャンダ
ルにより、最近の消費者はますま
す用心深くなってきている。一方
で、知人やコミュニティ内のソー
シャルウェブの利用は活発であり、
Ｄ氏の会社でもそちらで新しい
サービスを開発中である。例えば、
非商業的プラットホームを使った
会員限定の自動車相乗り者紹介シ
ステムなどが有望と考えている。
　Ｄ氏の会社は、近隣の大学を訪
問してリクルート活動を行ってい
るが、教育への関与や共同研究な
どの産学交流の実績はあまりない。
また、会社や大学での e─ラーニン
グもほとんど機能していない。多

くの教材はオンライン提供されて
いるのだが、クリエイティブには
感じられないのか、社員や学生に
はあまり利用されていない。また、
これらを最新のインテリジェント
システムに置き換えるには資金が
足りない。

2─3
4 つのシナリオの

それぞれの特徴

　上記のシナリオＡでは、ICT の
導入により 2020 年に勤労社会がど
う進展し労働環境がどう変化する
かが中心に述べられ、それに関連
した産学連携や専門教育の話題も
加えられている。生産分野のアウ
トソーシングや IT ベースでの海外
調達の話題も入っている。シナリ
オＡでは労働環境の仮想化は進展
しているが、新しい ICT 技術が一
貫して受け入れられているという
ことではなく、2020 年の状況はか
なり不均一であることを示してい
る。これは、技術革新に対する住
民の個人的見解はさまざまであっ
て、それらが職場・教育・個人生
活における ICT 技術の受容性に影
響し、各人に応じて労働と教育の
仮想環境が導入されるためである。
したがって、このように IT 技術の
恩恵を受ける人と受けない人にば
らつき（格差）が生じている。IT お
よびメディア部門の開発に大きな
指針が欠けていれば、互いに調和
した利益も目的の基準も存在しな
くなるという問題点を浮かび上が
らせている。シナリオＡのような
場合は、経済および社会にかなり
の細分化が起こると予測される。
大学と企業の間のネットワーク化
が進展せず、両者の間に知識移転
がほとんど見られないこともこの
シナリオの特徴であり、専門家育
成の現場に最新の教育を施せない
という状況にある。

図表 1　4種類のシナリオのイメージ図

出典：参考文献2）
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3  予測の方法とプロセス

3─1
方法論的アプローチ

～手順の概観～

　この調査の目的は、バーデン・
ヴ ュ ル テ ン ベ ル ク 州 に お け る
ICT・メディア部門の将来の進展
に関して、できる限り多くを把握
し考慮することである。したがっ
て、通常のシナリオ作成で見られ
るような個人ないし少数の議論で

一方的な進展方向を提案するだけ
では不充分と考えられる。ここで
は、探求的な複数の手法を併用し
て、可能な進展方向を列挙し、かつ、
それらの相互作用の影響までも考
慮しようとしている。
　今回の探求的シナリオを構築す
るために、（1）問題と環境の解析、
および関連する影響フィールドの
規定、（2）ディスクリプタの決定と
その裏付け調査、（3）ディスクリプ
タの可能な進展方向の議論と集計、

（4）進展方向の関連性と整合性の評

価、（5）ソフトウェア支援よるシナ
リオ数評価とマッピング、（6）進展
方向の結果の将来像への言い換え、
という 6 段階のステップをとって
いる（図表 2）。それぞれの詳細に
ついて次節以降に述べる。

3─2
 影響フィールドの規定

　バーデン・ヴュルテンベルク州

　シナリオＢでは、プライベート
環境における新しい ICT 技術の多
様な利用可能性が描かれており、
労働環境や教育環境におけるイン
ターフェースも登場している。ス
トーリー全体としては、前向きな
ムードと技術に関する期待が支配
的であり、ネガティブな傾向は述
べられていない。シナリオＢでは、
ネットワーク技術が生活の多くの
場面に浸透し、常時接続の社会が
現実のものとなり、状況と場所に
応じたサービスを受けることが可
能となっている。仕事と教育と娯
楽のバーチャル環境も大きく進展
している。技術革新に対して住民
は一貫して前向きな姿勢を示し、
それが技術の発展を促すという好
循環を生んでいる。さらに、住民
の専門知識も非常に高度になって
おり、新技術やメディアの利用に
より、さらに広範囲の専門知識が
得られるというメリットも享受し
ている。学生達は良好な専門教育
を受けており、その教育は個々の
学生の将来の専門性を保証する。
高度な ICT 技術は、外部生産の効
率化などに有効に使われ、省エネ
ルギー政策や環境保護政策も新技
術を促進させる方向に有利な影響
を及ぼしている。シナリオＢは、

住民の社会的・団体的結束力が保
たれる唯一のシナリオである。
　シナリオ C は、ICT 分野での専
門教育や研究を通じての産学協力
を描いている。このシナリオＣで
は、科学や技術分野、とりわけ応
用技術での知識の移転が重要な
キーポイントとなっている。2020
年には大学と企業の間で多様な協
力関係が見られる一方で、大学は
優良校と非優良校に 2 分されてい
る。高度な革新は社会の分裂を引
き起こすという問題も指摘してい
る点では、シナリオＡと類似して
いる。有能で高効率な研究者や企
業が存在する一方で、住民の大部
分はダイナミックな ICT 技術の発
展に関与していない。例えば、労
働や教育のバーチャル環境の導入
を断念している企業も多い。住民
は、技術革新に対して興味や知識
があるものの、受容度は必ずしも
高くなく、このことが社会の分裂
が起きる原因となっている。この
ような将来への懐疑の目が印象的
である。しかし、大学と企業の知
識移転のための様々な手段が導入
され、専門教育も成功しているこ
とが、この地域の利点となる。
　シナリオ D では、バーデン・ヴュ
ルテンベルク州の ICT 産業の発展

が述べられる。このシナリオＤで
は、2008 年の時点で考えうる IT
技術やメディア技術でも、そのす
べてがビジネスモデルとしての成
功につながるわけではない、とい
う前提から出発している。様々な
ICT 技術が 2020 年までに開発され
るが、予測されていたような社会
の変化の多くはまだ起こらず、
2020 年までの ICT 技術開発期間は
あくまで試行期間とみなされてい
る。シナリオＤは全体として、他
のシナリオより悲観的である。特
に、労働とプライベート環境にお
いて、導入できるはずと思われる
新しい ICT 技術が、しばしば受容
されずに停滞している様子が描か
れている。技術革新に対する住民
の受容度は低く、むしろ多数の住
民がデジタル化に抵抗している。
新しい技術も必要最小限度しか導
入されず、ユビキタス社会とはほ
ど遠い状況である。このシナリオ
Ｄは、小さなグループや団体内部
での結束という形で特徴付けられ、
社会全体としては分裂状態となる。
e─ラーニングのような革新的教育
方法は普及せず、ビジネスにおい
ても人と人が直接に触れ合うこと
の重要性が強調されている。
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の IT とメディア部門にとって重要
な影響ファクターを抽出する出発
点として、まず、現状の ICT モニ
タリング結果の選別や、いくつか
の未来予測研究とその他のシナリ
オプロセスを分析している。その
中から、「影響フィールド」を導き
出すために、以下のような課題を
検討した。

1）　2020 年のバーデン・ヴュル
テンベルク州では、IT およ
びメディア環境はどのよう
な様相だろうか。

2）　どのようなテーマが特に重
要で、どのような部門が
ICT の発展と関係し、それ
によってバーデン・ヴュル
テンベルク州の状況は他の
州と異なる特徴がみられる
だろうか。

3）　どのような IT およびメディ
ア技術が将来のバーデン・
ヴュルテンベルク州の市民と
企業に利用されているだろう
か。そして、それらは市民の
生活や仕事をどのように変化
させているだろうか。

4） バーデン・ヴュルテンベル
ク州の発展のために、IT お
よびメディア部門がどのよ
うな重要性を持つだろうか。

　プロジェクト内の 1 日間のワー
クショップで、上の課題を検討し、
IT・メディア部門の発展に決定的
影響を及ぼす 6 種類の影響フィー
ルド（図表 3）を確定した。6 種類の
影響フィールドのなかには、技術

発展そのものに関するものと国家
的枠組みのものが 1 種類ずつある
が、残り4種類は全てバーデン・ヴュ
ルテンベルク州を意識した地域的
な影響フィールドとなっている。

3─3
ディスクリプタ（記述子）とそ

の進展方向および可能性

　6 種類の影響フィールドのそれ
ぞれに関して、トレンドあるいは
ディスクリプタ（記述子）を作成す
るために、2006 年 11 月 28 日に専
門家を集めたワークショップが行
われた。科学および工学の研究者
や IT・メディア産業界に所属する

約 40 名の専門家を招待し、実際に
は 18 名の専門家が参加した。ワー
クショップでは、2 つのワーキン
ググループに分かれて一連のディ
スクリプタを抽出し、それらの将
来的な進展方向のいくつかの可能
性が議論された（図表 4）。また、
最初と最後の全体討論では、IT お
よびメディアの将来にとって最も
重要なテーマとバーデン・ヴュル
テンベルク州の強みについても議
論された。ワークショップ後に、
確定されたディスクリプタと進展
方向について、文献データや内部
の専門家の知見による裏付け調査
と根拠付けが行われた。
　前出の 4 種類のシナリオストー
リーは、図表 4 に示した合計 20 の
ディスクリプタに基づいて作成さ

図表 2　シナリオプロセスの全体手順

出典：参考文献2）

（1） （2） （3） （4） （5）

影響フィールドの規定 ディスクリプタの決定 進展方向の議論 関連性・整合性の評価 シナリオ数評価とマッピング

図表 3　2020 年のバーデン・ヴュルテンベルク州（BW）に
　　　  おけるITおよびメディア環境に対する6種類の「影
　　　  響フィールド」

出典：参考文献2）
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図表 4　各ディスクリプタと可能な進展方向、およびその可能性（単位：％）

ディスクリプタ 進展方向 シナリオ

技術的適用分野の発展 Ａ Ｂ C D

#1　技術的なネットワーク化
（1a）　常時オンが現実になる
（1b）　オンデマンド化と顧客主導のネットワーク化

2
98

29
71

0
100

0
100

スビーサてじ応に況状・所場 　2#
提供する適応システムとセン
サ

（2a）　幅広い導入
（2c）　適所での応用

51
49

94
6

22
78

0
100

#3　仮想的な仕事と教育の環境
（3a）　仮想的な環境が幅広く導入される
（3b）　仮想的な環境が適所に導入される

47
53

73
27

17
83

44
56

#4　仮想的な娯楽の環境
（4a）　仮想的な環境が幅広く導入される
（4b）　仮想的な環境が適所に導入される

100
0

100
0

100
0

2
98

地域的な需要構造

開るす対に新革の民住州WB 　5#
放性（新しい利用の受容）

（5a）　一貫した受容
（5b）　振る舞いに表れる興奮
（5c）　オフライン

32
66
2

98
2
0

9
91
0

0
60
40

設、算予のへアィデメの民住 　6#
備と専門知識

（6a）　メディアの予算が急増する
（6b）　少ない予算、高い専門知識

0
100

53
47

4
96

0
100

#7　自給できる地域社会の成立 （7a）　独立した社会が重要となる 94 98 100 94

地域的な経済構造

ので門部存既るけおに州WB 　8#
ICT の導入

（8a）　強化された ICT の導入
（8b）　一部のみ成功した ICT の導入
（8c）　海外調達と生産部門のアウトソーシング
（8d）　他の影響因子

0
9
64
28

41
2
57
0

4
13
43
39

0
0
52
48

の業産アィデメ・TIの州WB 　9#
発展

（ 主が門部アィデメ／く向に場市際国が済経TI 　）b9
導的部門になる

く向にけだ門部存既が済経TI 　）c9（ ／メディア部門
が主導的部門になる

く向に場市際国が済経TI 　）d9（ ／メディア部門が重
要性と明白さを失う

43

53

4

78

22

0

43

52

4

0

0

100

のてしと点地立ぶ及に門部各 　01#
BW州の重要性

（10a）　全てのビジネスがローカルである 100 100 100 100

社会的・国民経済的な枠組み条件

#11　社会的な結束
（11a）　上昇気流に乗ったコミュニティ
（11b）　社会の分裂

34
66

65
35

4
96

21
79

題問ーギルネエと護保境環 　21#
（気候変動と化石燃料の終焉）

済経ツイド存既は策対ーギルネエと護保境環 　）a21（
を損なう

さ進促を術技新は策対ーギルネエと護保境環 　）b21（
せてサイトを強化する

100

0

12

88

0

100

88

13

#13　仕事・生活のバランス
（13a）　仕事と私生活の境界のあいまい化
（13b）　高度の柔軟性
（13c）　引きこもり（プライベートへの逆行）

21
49
30

22
63
16

30
26
43

10
50
40

地域的な科学・研究構造

#14　科学や企業のネットワーク化
（14a）　このサイトで知識移転が決定的に成功する
（14b）　知識の移転が限定的にのみ行われる

2
98

88
12

100
0

15
85

#15　先端研究と知識へのアクセス
（15a）　エリート間の競争により州経済が発展する
（15b）　知識および教育への幅広いアクセス

36
64

14
86

78
22

42
58

利アィデメチルマの容内習学 　61#
用とオンライン化（e ラーニ
ング）

（16a）　eラーニング学習の日常的構成要素になる
（16b）　eラーニングは特定分野だけで導入される
（16c）　eラーニングが実証されていない

2
74
23

24
57
20

0
87
13

0
0

100

#17　将来分野のための専門教育
（17a）　将来のテーマについて教育の成果が上がる
（17b）　重要な新分野がカバーされない

77
23

98
2

100
0

94
6

州の政策の枠組み設定

#18　革新に関する政策
向指たっ偏のへ門部存既の策政州 　）b81（

（18c）　州政策の新規部門に偏向と既存部門の軽視
6
94

10
88

0
100

100
0

シニイの州のへアィデメ・TI 　91#
アチブ

（19a）　IT・メディアをテーマとした積極的な関与
（19b）　IT・メディアが他に比べて低いテーマとなる

11
89

41
59

0
100

0
100

トスラフンイのアィデメ・TI 　02#
ラクチャーへの支援

（20a）　州がインフラストラクチャーの構築に参加
（20b）　民間経済活動が主体

2
98

8
92

13
87

0
100

出典：参考文献2）
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れている。それぞれのディスクリ
プタは 2 ～ 4 種類の進展方向を有
しており、合計 51 種類の進展方向
がある。そのうち、一貫性や整合
性がないと後に判断されたものを
省略して、結果的に図表 4 のよう
に 44 種類の進展方向が記入されて
いる。また、図表 4 には、解析結
果から得られた進展方向の可能性

（フィージビリティー）の数値を A
から D までのシナリオごとに記入
してある。数値の単位はパーセン
トで、ディスクリプタごとの進展
方向の合計数値が 100 となる。各
ディスクリプタの進展方向の将来
像への言い換えやシナリオとの関
係は、報告書ではストーリーに続
くシナリオ説明の章で述べられて
いるが、本稿ではこの関係をシナ
リオプロセスの順序どおり最後に
述べる。なお、上記の専門家によ
るワークショップの結果を、2007
年 5 月～ 6 月に行われたデルファ
イ調査の課題設定としても利用し、
その FAZIT─デルファイ調査の結
果 2）を本報告書のシナリオ作成に
も利用している。

3─4
整合性の評価

　図表 4 の #1 から #20 までの 20
種類のディスクリプタに関して、
合計 51 種類の考えうる進展方向の
整合性や一貫性を評価するために、
フラウンホーファー・システム革
新研究所（FhG／ISI）の専門家 6 名
が参加して、1 週間の作業ワーク
ショップを行った。まず、異なる
ディスクリプタの複数の進展方向
の整合性を、5 段階評価で点数化
した（図表 5）。2 つの進展方向に全
く整合性がなく相互に矛盾してい
る場合は「1」、一部しか整合性のな
い場合は「2」、どちらとも言えない
場合は「3」、ほぼ整合性がある場合
は「4」、強い関連性がある場合は「5」

という評価となる。特に、「1」のよ
うに矛盾が生じる場合には、2020
年に両方の進展方向を同時には想
像できないため、その組み合わせ
はシナリオ作成において排除され
る。
　4 種類の進展方向を持つディス
クリプタが 2 つ、3 種類の進展方
向を持つディスクリプタが 7 つ、2
種類の進展方向を持つディスクリ
プタが 11 あるので、5 段階評価で埋
めるべき「ます目」は合計で 1,231（＝
{ 4 ×（ 5 1 －4 ）×2 ＋3 ×（ 5 1 －3 ） 
×7＋2×（51－2）×11}÷2）個ある。 
この方法では、ポジティブな方向
の整合性だけでなく、ネガティブ
な方向での整合性も数えられる。
このようにして評価した整合性は、
次節で述べる進展方向に対する組
み合わせを絞り込むための資料お
よび必要なシナリオ数を決めるた
めの因子分析法の資料として用い
られた。

3─5
マッピングとシナリオ数の

評価

　4 種類の進展方向を持つディス
クリプタは 2 つあり、それぞれが

（a）から（d）までの 4 種類の進展方
向があるために、合計で 16 種類の
進展方向がある。これに加えて、3
種類の進展方向があるディスクリ
プタが 7 つあり、2 種類の進展方
向があるディスクリプタが 11 ある
ために、合計 51 種類の進展方向に
対するあらゆる組み合わせは、
71,663,616（=42 × 37 × 211）通りも
存在する。それぞれの組み合わせ
を「予測パケット」と呼んでおり、1
つの予測パケットには 20 のディス
クリプタに対しての進展方向が 1
つに定められている。このままで
は予測パケットの数が多すぎるた
めに、その数を絞り込むプロセス
が必要となる。この予想パケット

の中には、5段階評価で整合性が「1」
と評価され、完全に整合性がなく
お互いに矛盾する組み合わせも含
むため、まず、整合性評価が「1」の
組み合わせを含む予想パケットを
排除した。次に一部しか整合性な
しと評価された「2」の組み合わせを
10 以上含む予想パケットを排除し
た。整合性が「5」と評価された組み
合わせを多く含むものを中心とし
て、最終的に 168 の予測パケット
が残された。
　次に、この 168 の予測パケット
でいくつのシナリオが描けるかと
いう評価を、次の 3 種類の方法で
試みている。整合性の 5 段階評価
を相関行列（51 行 51 列の対称行列）
としてその固有値で因子数の分析
をする因子分析法（スクリープロッ
ト）、樹状図（デンドグラム）を用い
た階層化クラスタ法、そして予測
パケットの類似性を 3 次元空間の
距離で表したマッピングの 3 種類
の方法が試みられ、結果的に可能
なシナリオ数は 4 種類という結論
を出している。
　予測パケットの類似性のマッピ
ングを 2 次元に投影したものが図
表 6 である。それぞれの点は 1 つ
の予測パケットを表し、2 次元投
影したために重なって見えるもの
もあるが、4 つのどのシナリオに
属するのかが分類されている。1
つの予測パケットには 20 のディス
クリプタに対応する 20 の進展方向
が存在する。従って、あるシナリ
オの 1 つのディスクリプタに着目
すると、（a）や（b）という複数の進
展方向が含まれる。その割合を基
本に他の要素も考慮して、その進
展方向のフィージビリティーを
パーセントで示した数字が、図表
4 の右側に示した数値に相当する。

3─6
ディスクリプタの進展方向と

シナリオの構築
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　報告書では、各シナリオのディ
スクリプタ毎の進展方向の可能性
評価（図表 4 の右側に示した数値）
を将来像に言い換える、という方
法で各シナリオストーリーにつな
げている。図表 3 に示した 6 つの
影響フィールドのそれぞれについ
ての議論を行っているが、そのう
ち、特に地域の特徴を意識した 2
つの影響フィールドについての議
論を以下に紹介する。以下で # 記
号で示した番号は、図表 4 に記入
してあるディスクリプタの番号で
ある。これらを見ると、各シナリ
オの全体像と要素との関係がより
明確にわかる。

「地域的な需要構造」の影響フィー
ルドについての議論
　シナリオ A では、技術革新に対
する住民の様々な個人的見解が、
職場・教育・個人生活における
ICT技術の受容度に影響する（#5）。
各人・各界の受容度に応じて仕事
や教育に仮想環境が導入されるた
め、全体としてはかなりのばらつ
き（格差）が生じる。住民はメディ
アにあまりお金を使わないが、そ
れでも住民は高度なメディア技術
に対する知識は持っている（#6）。
　シナリオ B では、技術革新に対
する住民の前向きな姿勢が一貫し
て示され、新技術の利用もほとん

ど全ての住民に受容される（#5）。
住民の多くは、メディアのために
かなり多額の予算を使い（#6）、技
術の発展にも有利に作用する（#1
～ #4）という好循環を生んでいる。
さらに、住民の専門知識は非常に
高度であり、新技術やメディアの
利用により、さらに広範囲の専門
知識が得られるというメリットも
享受している（#14 ～ #17）。
　シナリオ C では、技術革新に対
する住民の興味や知識はあるが受
容度は必ずしも高くはなく（#5）、
メディアに使われる金額も多くは
ない（#6）。このことは、技術革新
により恩恵を受ける一部のエリー
ト層とそうではない大多数の一般
大衆に社会の分裂が起きる（#11）
ことを予感させる。
　シナリオ D では、技術革新に対
する住民の受容度は低く、かなり
多数の住民がデジタル化に抵抗す
る（#5）。したがって、住民がメディ
アのためにあまり投資せず（#6）、
新しい技術も必要最小限度の場所
でしか導入されない（#1 ～ #4）。
全体としてはユビキタス社会とは
ほど遠い。
　なお、4 つのシナリオの共通点
としては、自給できる独立した社
会が重要となる（#7）ことが挙げら
れる。

「地域の科学・研究の構造」の影響
フィールドについての議論
　シナリオ A では、大学と企業の
ネットワーク化は進展せず知識移
転はほとんど見られない（#14）。大
学は企業の要求とは無関係な研究
を行い、企業も長期的な研究に興
味を示さない。州の科学政策は知
識と教育への市民の幅広いアクセ
スを可能にしている（#15）ものの、
先端研究は一部のエリートにより
行われるという傾向も見られる

（#15）。特定の分野では e─ラーニ
ングが導入されるが、多くの分野
では学習方法のマルチメディア化
や オ ン ラ イ ン 化 は 断 念 さ れ る

図表 5　進展方向の整合性評価のイメージ図

参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成

　あるディスクリプタの進展方向（xa）、（xb）、（xc）と別のディスクリプタの進展方向
（ya）、（yb）、（yc）、（yd）の整合性を 5段階で評価する。

 ディスクリプタ #ｘ ディスクリプタ #y #z 

(xa) (xb) (xc) (ya) (yb) (yc) (yd) (za) (zb) 

(xa) 
(xb) 
(xc) 

(ya) 
(yb) 
(yc) 
(yd) 

(za) 
(zb) 

 
ディスクリプタ 
#x 

 
ディスクリプタ 
#y 

ディスクリプタ 
#z 

図表 6　168 個の予測パケットのマッピング

出典：参考文献2）

シナリオＡ 

シナリオＤシナリオＢ 

シナリオＣ 
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4  4 つのシナリオの共通点と相違点

　4 種類のシナリオに共通する進展
方向は、図表 4 の右側の数値から明
らかなように、「（10a）全てのビジネ
スがローカルである」と「（7a）独立し
た社会が重要となる」という、地域
経済と地域社会のあり方に関する
重要なトレンドである。このことか
ら地域内でのつながりはますます
重要となり、将来には州内に多くの
ローカルな地域コミュニティが現

れると予想される。これらの地域コ
ミュニティでは、例えばエネルギー
や食料においては世界市場から独
立しており、新しいやり方で互いに
ネットワーク化されることで、需要
と供給が地域化する。地域内へと向
かうトレンドは過去への後戻りを
意味するのではなく、新しい ICT
手段を利用し、環境や安全を配慮し
たイノベーションへの推進要素と

なる。
　進展方向の共通点は、「科学が新
しいテーマを採り上げるのに成功
する」と「既存部門の生産のアウト
ソーシング」との組み合わせにも見
いだせる。州内の研究所や教育機関
の将来への適応能力は高く、新しい
研究テーマで研究開発を進めるこ
とが可能である。しかし同時に、既
存産業の生産の一部の海外移転は
避けられず、IT 産業でもアウトソー
シングは起きる。高度な ICT が導
入されればされるほど、その影響は
大きく、州内の産業構造の変化が促
進される。
　このようなグローバル化への動
きと地域化への動きは一見矛盾し
ているようにも見える。しかし、高
度な ICT の導入は、研究と開発の
拠点としてのバーデン・ヴュルテン
ベルク州にとっては有益であり、同
時に地域コミュニティの発展にも
有効である。対象が異なるだけで
あって、トレンド自体は同様な方向
を示していると解釈される。
　4 つのシナリオには、大きな相違
点も存在する。特に著しい違いは、

「革新に対する住民の開放性（#5）」
と「社会的な結束（#11）」に関してで

（#16）。専門教育は、将来テーマ
の特定や統合などにより一応の効
果をあげるが、既存分野への特化
が原因で重要な新トレンドを採り
上げることに失敗することも多い

（#17）。
　シナリオ B では、多くの分野で
大学と企業の知識移転は成功して
いるが、そうでない分野も存在す
る（#14）。知識と教育への市民の
幅広いアクセス機会が用意される

（#15）ため、エリート層による先
端研究は重要視されている（#15）
が、エリート層と一般層が分断さ
れてはいない（#11）。e─ラーニン

グについては、適宜導入されてい
るものの、明確な方向性がない

（#16）。専門教育は、個人の将来
のテーマを特定するものであり、
その意味で学生達は良好な専門教
育を受けている（#17）。
　シナリオ C では、大学と企業の
間に知識移転のための様々な手段
が導入されており（#14）、研究や
教育は科学や産業教育が要求する
ものとよくマッチし（#14）、専門
教育も成功を収めている（#17）。こ
れらのことがこの地域の決定的な
利点となっている。エリート間の
競争で州経済は発展する（#15）が、

一方、e─ラーニングは特定分野で
しか実施されない（#16）など一般
大衆が先端知識にアクセスできる
機会は少なく（#15）、情報格差社
会 と な る 危 険 性 が 指 摘 さ れ る

（#11）。
　シナリオ D では、産学での知識
移転は限定的であり（#14）、困難
な状況にもかかわらず将来分野で
の専門教育は比較的効果を上げて
いる（#17）。e─ラーニングなどの
ような革新的教育方法は普及しな
い（#16）。

図表 7　新技術の受容性と社会の分裂を軸としたシナリオ
　　　  の相違点

出典：参考文献2）
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てよい。つまり、シナリオ D のよ
うな悲観的な展開を避けるために
は、新しい ICT 技術の利用に対す
る住民の受容性を高めることと、情
報格差を含めて社会の分裂を避け
ることが重要である。
　また、そのほかには、「IT 産業の
国際化戦略」「インタラクティブな
メディア製品の開発と提供」「社会
のネットワーク化をもたらす技術
的インフラストラクチャーの創造」
の 3 点が重要であるとしている。既
存の製造産業が危機に陥った場合
には、IT 企業も巻き添えになる可
能性がある。その場合に、企業内部
での医療技術やエネルギー分野な
どの新分野への展開という事業の

あり、その違いによってシナリオが
全く異なっている。「新技術の受容」
と「新技術への懐疑」、そして「社会
の分裂」と「上昇気流に乗ったコミュ
ニティ」の組み合わせを座標軸とし
て図表 7 で表すと、シナリオ B と
シナリオ D は対極的な位置に来る。
シナリオ A とシナリオ C は、基本
的にはシナリオDの位置（すなわち、
新技術への懐疑と社会の分裂）に来
るが、シナリオ D ほどの明確さは
ないため、図表 7 には記載されてい
ない。このようなシナリオの大きな
相違点にこそ、IT 産業の立地点と
してのバーデン・ヴュルテンベルク
州の競争力についての、将来の最も
重要な課題が示されていると考え

　ドイツ連邦共和国は歴史的な事
情も絡み地方分権が発達しており、
大都市も分散して均衡のとれた国
土となっている。一方、我が国は
東京圏への一極集中が進んでむし
ろ不均衡になり、特に科学技術の
進展という面においては、地方分
権が実質的に機能しているとは言
いがたい。地域や地方の活性化に

5  所　感

は、目先の対策ではなく、その地
域の特性分析に基づいた長期の予
測と展望が重要であり、その意味
で FAZIT 報告書は良い参考にな
ると思われる。また、その地域で
衰退すると予測される既存産業が
あるならば、産業構造をどのよう
に転換すべきかを検討し、成功し
たときの予測シナリオとそうでな

いときの予測シナリオを比較検討
し、その要因を分析するという手
法も大いに参考になる。本稿で紹
介した FAZIT 報告書は対象を情
報とメディア産業に限っているが、
当然ながら、この手法はそれ以外
の新しい産業の地域予測にも十分
適用できるものである。

バーデン・ヴュルテンベルク州の
概況
　連邦制をとるドイツは 16 の州か
ら構成されており、基本法に則り
つつ分権統治が行われている。研
究開発においても、約 3 割を占め
る公的負担のうち連邦政府と州政
府の負担が半々であり、州政府の
役割が大きい。
　バーデン・ヴュルテンベルク州
はドイツの南端に位置し、フラン
スおよびスイスと国境を接する。
ボッシュ、ダイムラー、ポルシェ

等の自動車産業を中心としたグ
ローバル企業の本拠地であり、州
都シュトゥットガルト周辺を中心
に日本の製造業の進出も数多い。
州内産業の売上げ割合は、自動車
産業が 15.8％、機械産業が 9.9％に
対して、IT・メディア産業全体で
6.8％となっている 5）。多くの高等
教育機関や主要研究機関を有し、
バイエルン州（州都：ミュンヘン）、
ノルトライン・ヴェストファーレ
ン州（州都：デュッセルドルフ）と
並んで研究開発の盛んな地域であ

る。バーデン・ヴュルテンベルク
州は、面積や人口はドイツ全体の
1 割程度であるが、研究開発支出

（その 8 割が産業界）や特許申請件
数においては約 3 割を占める。

ドイツにおける予測活動
　欧州では、欧州委員会の主導の
下、ネットワーク運営（活動モニタ
リング）・マニュアル整備・会議開
催等の予測活動支援の取り組みが
なされ、欧州全体あるいは各国・
地域で様々な予測プロジェクトが

＜参考＞　地域予測実施の背景

再構築とともに、外国企業との国際
的な取引関係も重要な鍵になる。特
にメディア産業は、メディア間の融
合による進展に徹底して標準を合
わせ、印刷やインターネット関連で
の従来からの強みを活かして、イン
タラクティブメディアという概念
を構築することが重要である。「常
時オン」状態の社会を実現するため
には、全住民へのテレコミュニケー
ションネットワークの提供、インテ
リジェント交通情報システム、オン
ラインラーニングなど、社会のネッ
トワーク化をもたらす技術的イン
フラストラクチャーの整備が重要
となる。
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バーデン・ヴュルテンベルク州の位置

出所：参考文献6）

バーデン・ヴュルテンベルク州の概況

面積：約 35,751 km2 （10％、第 3位）
人口：約 1,075 万人 （13％、第 3位）
州都：シュトゥットガルト
GDP：3,530億ユーロ （15％、第 3位）
研究開発支出：144億ユーロ

 （25％、第 1位）
（GDP比4.28%に対して連邦では2.54％） 
特許出願件数：13,638件 （29％、第1位）
高等教育機関：68校 （17％、第 1位）
主要研究機関：
マックスプランク下の研究機関数12、
フラウンホーファー下の研究機関数
15、等

（　）内は、国全体に占める割合と 16 州
中の順位

データ出所：参考文献7～ 9）

実施されている。2007 年のモニタ
リングレポート 10）では、EU 加盟
27 か国を始め、計 56 か国、9 地域

（欧州、アジア等）のプロジェクト
情報を基に分析がなされている。
これによると、分析対象 517 事例
のうち、70% 程度が国を対象とし
ており、国内地域を対象としたも
のは 15% 程度である。しかし、ド
イツではここ 10 年間で国内の地域
を対象とした予測活動が活発化し、
同レポートによれば国内地域の予
測が半数（39 プロジェクト中 19）を
占める。
　ドイツは、1990 年代始めから教
育研究省（BMBF）が国レベルの予
測プロジェクトを実施している。
2001 年から実施された Futur11）は、
多様な関係者が議論を重ねて将来
の研究テーマを見出すという参加
型手法が注目された。2007 年から

は新しいプロセスが開始され、現
在はその最終段階にある。国内地
域レベルでは、本稿で紹介するバー
デン・ヴュルテンベルク州のほか、

バイエルン州、ラインラント・プ
ファルツ州、ザクセン・アンハル
ト州等で予測プロジェクト事例が
ある。
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